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1――はじめに 

 

 2016 年１月現在で、金融庁が認可している生保会社は 41 社あり、うち、いわゆる外資系生保会社

は 15 社となっている 

15 社の設立形態としては、外国の生保会社の支店方式による日本への進出が３社、日本において株

式会社として設立され、その株式のすべてを外国の保険会社が有する会社が 11 社、株式の 50％を外

国の保険会社が有する合弁会社が１社である（なお、株式のすべてを外国の保険会社が有する会社の

うち１社は、現在新契約販売を停止している）。 

また、15 社の外資系生保会社の本国としては、米国が６社、フランスが４社、オランダが２社、ド

イツ・カナダ・スイスが各１社となっている。 

2014 年の個人保険新契約販売件数約 1505 万件のうち、外資系生保会社 12 社が約 387 万件を販売

しており、個人保険契約全体の４分の１以上を外国生保会社が販売している状況にある。 

さらに、2014 年の個人年金保険新契約件数約 157 万件のうち、外資系生保会社９社が約 17 万件を

販売するなど、外資系生保会社は日本において確固たる地位を築いているものと考えられる。 

 こうした外資系生保会社について、明治・大正・昭和戦前までの歩みを振り返ることとしたい。 

 

2――保険業法の制定と「外国保険会社ニ関スル件」による外国保険会社の監督 

 

1881 年７月、福沢諭吉が創設した慶応義塾関係者が中心となって、明治生命（現明治安田生命）が

わが国初の近代的生保会社として創業し、次いで 1888 年３月、帝国生命（現朝日生命）が、1889 年

７月、日本生命が創業するなど、生保会社の創業が相次いだ1。 

                                                
1  詳細については小著「明治から昭和戦前の主力商品 終身保険から養老保険へ」『保険・年金フォーカス』ニッセイ基礎

研究所、2016年４月を参照。http://www.nli-research.co.jp/files/topics/52795_ext_18_0.pdf 

 

2016-05-31 

保険･年金 
フォーカス 

昭和戦前までの外資系生保会社 
明治後期からの日本への進出 
 

 

 

 

 

 

 

保険研究部 上席研究員 小林 雅史 

(03)3512-1776  masashik@nli-research.co.jp 

ニッセイ基礎研究所 

http://www.nli-research.co.jp/files/topics/52795_ext_18_0.pdf


 

 

2｜               ｜保険・年金フォーカス 2016-05-31｜Copyright ©2016 NLI Research Institute All rights reserved 

こうした中、1900 年３月、保険監督法として保険業法が制定され、同年９月には、外国保険会社の

監督のため、勅令第 380 号として「外国保険会社ニ関スル件」が制定された2（なお、同勅令の後身

として、1949 年に「外国保険事業者に関する法律」が法律として制定され、1996 年の保険業法改正

により、保険業法に統合されている）。 

 同勅令においては、 

  ・外国会社が日本において保険事業を営む場合には、日本における代表者を定めるべきこと 

（第１条） 

・外国会社は日本における事業の本拠、代表者の氏名および住所を主務官庁に届け出るべきこと 

（第２条） 

  ・外国会社による免許申請時には、定款・事業方法書・普通保険約款・保険料および責任準備金

の算出の基礎に関する書類などを添付すべきこと（第３条） 

  ・外国会社が主務官庁の命令に違反した場合には、主務官庁は日本における事業の停止、代表者

の改任を命じ、または免許を取り消すことができること（第４条） 

  ・主務官庁は、必要と認めるときは外国会社に相当の金額を供託させることができること 

（第５条） 

などが定められており3、日本において保険事業を営む外国会社に対し、内国保険会社とほぼ同様の監

督が行われることとなった。 

 

3――外国生保会社の進出 

 

こうした法整備を受け、1901 年７月にエクイタブル（米国）、同年 12 月にサンライフ（カナダ）、

マニュファクチュラーズ（カナダ）が免許を取得した（エクイタブルはその後撤退）。 

さらに、1902 年３月にニューヨーク（米国）、同年 11 月にはミューチュアル（米国）が免許を取

得した（ミューチュアルはその後撤退）。 

 1911 年４月には、上海に本店を置く、英国と中国の合弁会社であるチャイナミューチュアルが免許

を取得したが、その後撤退した。 

 1910 年時点で営業していた外国生保会社は、エクイタブル（米国）、サンライフ（カナダ）、マニュ

ファクチュラーズ（カナダ）、ニューヨーク（米国）の４社、1920 年時点では、サンライフ（カナダ）、

マニュファクチュラーズ（カナダ）、ニューヨーク（米国）、チャイナミューチュアル（上海）の４社、

1925 年時点では、サンライフ（カナダ）、マニュファクチュラーズ（カナダ）、ニューヨーク（米国）

の３社であった4。 

いずれも、外国生保会社の支店方式による日本への進出である。 

明治後期の外国生保会社の販売状況としては、（表）のとおり、新契約件数全体の１～２％程度とな

っていた。 

                                                
2  『明治大正保険資料』第２巻 673ページ、生命保険会社協会、1937年５月。 
3  『日本保険会社法規全集 上巻』128～135ページ、生命保険会社協会、1932年２月。 
4  『保険年鑑』各年度版、農商務省商務局（商工省保険部）編纂、生命保険会社協会。 
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（表）明治後期の生命保険販売状況 

                                                                   件、% 

 内国会社新契約 外国会社新契約 合 計 

1904（明治 37）   135,860（97.3） 3,702（ 2.7）    139,562（100.） 

1905（明治 38）   145,183（98.2） 2,642（ 1.8）    147,825（100.） 

1906（明治 39）   195,120（98.1） 3,720（ 1.9）    198,840（100.） 

1907（明治 40）   263,704（99.1） 2,483（ 0.9）    266,187（100.） 

1908（明治 41）   316,821（99.0） 3,125（ 1.0）    319,946（100.） 

1909（明治 42）   265,918（98.3） 4,520（ 1.7）    270,478（100.） 

1910（明治 43）   272,089（98.6） 3,894（ 1.4）    275,983（100.） 

1911（明治 44）   326,854（98.9） 3,679（ 1.1）    330,533（100.） 

1912（明治 45、大正元）   387,205（98.9） 4,132（ 1.1）    391,337（100.） 

（出典）『保険年鑑』各年度版前掲、『明治大正保険資料』第３巻生命保険事業成績一覧表、生命保険会社協

会、1939年７月より筆者作成。 

 

以降、外国会社は 1920 年には 3,738 件（うちサンライフ 1,100 件、マニュファクチュラーズ 1,049

件、ニューヨーク 988 件、チャイナミューチュアル 601 件）を販売している。 

 同年の販売保険種類としては、利益配当付養老保険が 3,163 件と全体の約 85％を占め、内国保険会

社と同様、利益配当付養老保険が主力商品となっていた5。 

 1925 年の販売件数は 3,430 件（うちサンライフ 1,862 件、マニュファクチュラーズ 1,566 件、ニュ

ーヨーク２件）6、さらに 1930 年の販売件数は 6,606 件（うちサンライフ 5,124 件、マニュファクチ

ュラーズ 1,482 件）7と、過去最高となったが、金融恐慌による減配の影響もあり8、以降販売件数は

漸減した。 

 

4――太平洋戦争による外国生保会社の消滅 

 

 太平洋戦争勃発により、1941 年 12 月、敵産管理法が制定され、敵国や敵国人などの財産について

政府が管理人を選任することができるなどとされ、1942年１月、協栄生命（現ジブラルタ生命）がサ

ンライフ、マニュファクチュラーズ、ニューヨーク、エクイタブル（後２社はサンライフに事業を委

託）の４外国生保会社の管理人として選任された9。 

 ４外国生保会社の保有契約の協栄生命への包括移転に向け、管理人としての自己契約とならないよ

                                                
5  『大正９年度 保険年鑑 乙、外国会社』、農商務省商務局編纂、生命保険会社協会、1922年５月。 
6  『大正 14年度 保険年鑑 乙、外国会社』、商工省保険部編纂、生命保険会社協会、1927年６月。 
7  『昭和５年度 保険年鑑 乙、外国会社』、商工省保険部編纂、生命保険会社協会、1932年２月。 
8  「加奈陀サン生命契約者配当激減、日本引上説」、「マニュ生命も契約者配当の大減配」、『昭和生命保険資料』第２巻初

期(2) 621～622ページ、生命保険協会、1971年３月。 
9  「協栄生命、敵国生保会社を管理」、『昭和生命保険資料』第３巻戦争期(1) 546ページ、生命保険協会、1972年３月。 
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う、協栄生命は管理人を解任され、代わって 1942年４月、サンライフ、ニューヨーク、エクイタブル

の３社の管理人として帝国生命（現朝日生命）が、マニュファクチュラーズの管理人として明治生命

（現明治安田生命）が新たに選任された。 

1942年５月、４外国生保会社の管理人である帝国生命・明治生命と協栄生命との契約により、保有

契約 12,135 件が協栄生命に包括移転された10。 

 この包括移転により、保険金支払いなども含め、外国生保会社の営業活動はすべて停止され、以降

後述する 1973年２月のアリコジャパン（現メットライフ生命）進出までの約 30年間、外国生保会社

の日本での営業は途絶えた。 

 

5――おわりに 

 

外国生保会社の最初の免許取得は 1901 年で、1942 年に保有契約 12,135 件が協栄生命に包括移転

されるまでの約 40年間、営業活動が行われたこととなるが、最多販売件数は 1930 年の 6,606 件に止

まり、大きな発展は見られなかった。 

当時の外国生保会社の主力商品は内国保険会社と同様の利益配当付養老保険であり、商品面での差

別化が進まなかったことが一因とも考えられる。 

これに対し、戦後の外資系生保会社の販売商品は戦前までと大きく異なる。 

すなわち、1973年２月のアリコジャパン（現メットライフ生命）の無配当保険による日本進出、1976

年２月の日本初の医療保険（医療単品）の発売や、1974 年 11 月、アフラックによる日本初のがん保

険の発売など、特色ある商品が発売されている。 

こうした特色ある商品の販売が、過去約 40年の外資系生保会社の進出、躍進の大きな原動力となっ

たものといえよう。 

                                                
10  「カナダ・サン等の包括移転公告（17．６．１官報）」、『昭和生命保険資料』第３巻戦争期(1) 548～550ページ、前掲、

『協栄生命史稿』34～40ページ、協栄生命、1963年 10月。 


